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（その１）

7 款

1 項

4 目

【事業の目的】

担当課 観光課 実施年度 平成28年度 ～ 平成28年度

７款商工費

地 方 創 生 加 速 化 交 付 金 評 価 シ ー ト

事業名 国際交流県「NAGASAKI」観光魅力最大化プロジェクト 【事項別明細書　　－頁】

1 宝を活かした観光の推進

観光費 34 テーマ観光の推進

事業費（千円） 平成26年度決算 平成27年度決算 平成28年度決算

予算科目

商工費

事業分類

5 魅力ある観光の振興と交流人口の拡大

商工費

事業費 12,882

地方債

国県支出金 12,881

本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ）

一般財源 1

その他

地方創生に効果があった観光入込客数 万人 200 平成31年12月 170

実績値 事業効果
指標名

本事業におけるＫＰＩ 本事業終了後における実績値

単位 指標値 目標年月

事業の実施状況（ＤＯ）

長崎県は豊富な観光素材により、多くの観光客が訪れています。しかしながら、県民所得は40位台と低

迷しており、良質な雇用の創出に結びついていない状況にあります。今後も観光受入体制整備に併せて国

内外から多くの観光客の増加も期待されますので、観光産業と結びつけた良質な雇用創出により、県民所

得の向上につなげなければなりません。平戸市においても、「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺

産」の世界遺産登録を契機として、多くの観光客が増加することが予想されます。しかしながら、関連す

る施設についてはガイド等の人材や案内標記等の施設の受入体制が不十分な状態にあります。今後、様々

な観光ニーズに対応するため、誘客の基盤整備を行うとともに、雇用の創出にも繋げていくことを目的と

します。

１．地域資源活用誘客対策

(１)多言語対応パンフレット・マップ作成

春日英語版散策マップ2,000部・平戸の世界遺産候補地を巡る！周遊マップ50,000部

(２)外国人対応市内周遊定期刊行バス運行

２．地域観光資源の受入環境整備、地域人材の活用

(１)地域ガイド等の育成・確保

サイクルガイド育成に向けた研修

田平天主堂内での来訪者へのマナー周知など資産の秩序ある公開と地域ガイド確保を目的とした人員

の配置

(２)地元高校のおもてなし連携

学生による植栽や展示、清掃等環境整備、市外から本校への来訪者に対しての観光案内

(３)多言語サイン等整備

市内世界遺産候補関連地における案内板設置

(４)おもてなしトイレの設置

安満岳来訪者の便益施設として仮設トイレの設置

田平天主堂・安満岳のトイレ清掃委託
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（その２）

７款　商工費

事業実施による成果（ＣＨＥＣＫ）

1,707,2741,770,572 1,768,716 1,781,309

1,234,914

年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

観光客数実数（人）

平成28年

観光客実数

外国人宿泊客数

大島地区

今後の方針（ＡＣＴＩＯＮ）

事業の発展（事業が効果的であったことから取組の追加等変更に発展させる

257,152田平地区 257,127

11,846

今後の方針の理由（ＡＣＴＩＯＮ）

201,296 227,087

外国人宿泊客数（人） 8,195 7,667 13,946 16,292

1,282,724 1,260,049 1,275,797

203,362

平戸地区

274,856 270,532 236,218

11,696 11,048 12,167

年 平成25年 平成26年 平成27年

生月地区

世界遺産関連施設における、外国人観光客に対応する多言語マップ等作成や各施設でのガイド育成・確

保により、ニーズに対応した観光施設の受入体制が整い、誘客につながる体制ができた。しかしながら、

平成28年４月の熊本地震の影響を受け、観光客の減少となった。

熊本地震の影響を受け、観光客が減少する結果となったが、今回の事業や他の観光推進事業により、回

復を促す受入体制の整備を図り、誘客の促進につなげていく。

また、「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の世界遺産を契機とした観光誘客を推進し、市内

及び県内周遊施策による更なる観光産業の振興により、雇用の拡大・創出や関係者等の所得の向上に結び

つけ、外国人等幅広い観光ニーズに対応できる体制を整備し、観光業の向上につなげていく。
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